
　なぜ人形峠が“ウランのふる里”と呼ばれ
るのか。私達の世代で、原子力の研究・開発
に携わってこられた方々には周知のことでは
ありますが、意外にも、次代を担う若い世代
の皆さんのなかには「え、何ですか？」と言
われる方も少なからずいらっしゃるようです。
　日本の原子力平和利用のスタートは、昭和
２９年３月に原子力研究開発予算が国会に提出
された時とされており、この時の予算は、ウ
ラン２３５にちなみ、２億３，５００万円でした。こ
れと時を同じくして、当時の通商産業省工業
技術院地質調査所が国内のウラン探鉱を始め
たところ、翌、昭和３０年１１月に人形峠（岡山・
鳥取県境）でウラン鉱床の露頭が発見されま
した。さらに、同年１２月１９日には原子力基本
法成立、昭和３１年の「原子力開発利用長期基
本計画」策定により、本格的な研究・開発が
進められた結果、約１０年の時を経て昭和４１年
１０月２６日に東海村に建設された実験炉
（JPDR）で初めての発電が行われました。
　一方、人形峠の地ではその後、半世紀あま
りにわたって、ウラン探鉱、ウラン採鉱、ウ
ラン転換、ウラン濃縮という、ウラン燃料加
工を除く、原子力のフロントエンドの全ての

研究・開発で中心的な役割を担ってきました。
　このような経緯から人形峠は“ウランのふ
る里”と呼ばれることとなりました。勿論、
このような長期にわたって、この場所で研
究・開発を行うことができたのは、地元鏡野
町（旧上齋原村）や三朝町をはじめとした行政
や地域住民の方々のご理解とご協力の賜物で
あり、研究・開発成果と併せて、私達、人形
峠環境技術センターが誇ることができる掛替
えの無い財産であります。
　現在、人形峠環境技術センターでは、これ
までの研究・開発に使用してきた施設の解体
を中心とした廃止措置（バックエンド対策）に
取り組んでいるところですが、これらを通じ
て、バックエンド対策の奥深さを改めて感じ
ているところです。私達の行くべき先には、
まさに、バックエンドのフロンティアが広
がっていることは間違いありません。無論、
私達は、このフロンティアに果敢に挑戦して
いかなければなりませんし、そのことが“ウ
ランのふる里”で研究・開発を行ってきた人
形峠環境技術センターの果たすべき役割でも
あり、ふる里再生への道でもあると考えてい
ます。
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平成26年度 事業計画の概要

企　画　部

　平成２６年３月２０日に開催された理事会で承認された「平成２６年度事業計画」について、その概
要を紹介します。

　公益財団法人 原子力バックエンド推進センターは、昨年度に引き続き、主たる事業である研
究施設等廃棄物の処理処分に関する事業と、原子力バックエンドに関する調査研究及び成果普
及に係る事業として、原子力施設のデコミッショニングに関する調査研究及び福島環境回復に
係る技術支援を進めます。これらの事業推進に当たっては、関係機関等との連携、受託等を積極
的に進め、また、事業運営の一層の適正化・効率化に努めていきます。

基本方針

Ⅰ．研究施設等廃棄物の処理処分に関する事業

１．研究施設等廃棄物の集荷・保管・処理事

業

　昨年度に立案した２ヵ年計画に基づき、研
究施設等廃棄物の集荷・保管・処理事業に係
る資金収支計画の検討、大学･民間等が保有
する廃棄物データの整備、ウラン計測技術の
評価、その他、各設備の設計検討等を行います。
　本事業を進めるに当たっては、主要な廃棄
物発生事業者との検討会や（独）日本原子力研
究開発機構（原子力機構）及び（公財）日本ア
イソトープ協会（RI協会）との連絡協議会等
を通じ、協力・連携を図っていきます。

２．研究施設等廃棄物の処理処分の立地に関

する調査等

　国あるいは原子力機構が行う安全規制基準
及び立地選定基準等の整備への協力や集荷・
保管・処理施設の立地手順の策定等を行いま
す。

Ⅱ．原子力バックエンドに関する調査研究に

関する事業

１．原子力施設のデコミッショニングに関す

る調査研究

　世界各国の廃止措置に係る技術的動向の調
査を行い、廃止措置実績データベースの拡充
と整備を進めます。また、廃止措置の安全規
制に関して、諸外国の最新の動向及び実施事
例の調査を行うとともに、日本原子力学会及
び規制機関の取りまとめへの協力を行います。
　さらに、「ふげん」等の原子力発電所や核燃
料取扱い施設などの国内の廃止措置活動に係
る技術支援を行います。特に、東電福島第一
原子力発電所の事故炉の廃止措置に係る公募
事業等への応募を行い、廃止措置技術の活用
を図っていきます。

２．福島環境回復に関する技術支援

　除染技術や汚染された土壌・廃棄物の減容
技術の実用化に向け、公益法人、民間企業、
大学等が実施する実証試験、基礎試験、環境

事業計画（概要）
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放射線測定等に対して技術支援を行います。

Ⅲ．原子力バックエンドに関する成果普及等

に関する事業

１．技術情報の提供・普及

　「RANDECニュース」及び「デコミッショ
ニング技報」の発行、廃棄物処理事業に関す
るホームページの改訂、パンフレットの作
成、報告会の開催等により成果の普及を図り
ます。

２．人材の養成

　「デコミッショニング技術講座」の開催によ
りデコミッショニング及び放射性廃棄物の処
理処分等の最新動向について講演し、この分
野の人材養成を図ります。また、放射性廃棄
物管理に係る団体の研修・講習会等へ講師を
派遣し、放射線・放射性物質取扱いに係る人
材の育成に貢献していきます。

　事業計画の詳細及び予算書をウェブサイト
で記載していますのでご覧ください。
（http://www.randec.or.jp）
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　本小委員会では、「放射性廃棄物処分を安
全に責任を持って実現するために、政府に対
して提言を行う」ことを目的として、本年１
月以来全１５回にわたり、三原朝彦議員（衆）、
穴見陽一議員（衆）、山本拓議員（衆）、宮路和
明議員（衆）を議長に、各専門機関からのヒア
リングを行った。RANDECは、我が国の放
射性廃棄物、処理に向けたRANDECの取組
経緯、処分の実施計画（JAEA殿）について
説明し、また、埋設処分施設の早期立地、民
間・大学等の負担軽減のための処理事業の早
期開始、及び我が国のバックエンド事業全体
のきちんとした対応を国に要請するようお願
いした。各議員との質疑応答の中で、大学・
民間等の研究施設等廃棄物の処理・処分の早
期実現の重要性がご理解され、また、その公
益事業を支える資金確保を国も含めて真剣に
考えていくべきことが認識された。
　本小委員会は、放射性廃棄物全体について
の提言を取り纏めた（※）。低レベル放射性廃棄
物に関しては、（１）廃棄物分類の名称や定義
に関して国民に分かりやすい在り方とするこ
と、（２）発電由来以外の放射性廃棄物は、多
様な廃棄物が、担当省庁が異なる規制法の対
象となっていることに鑑み、一元的な方針の
もと、合理的な安全基準に基づき管理、処理、
処分が行えるよう、法改正も視野に明確な方

針の提示、安全基準の整備をすること、（３）
余裕深度処分、ウラン廃棄物等の未整備の安
全基準の整備、合理的な処分に向けた規制法
令を所管する関係省庁の間での検討、調整を
すること、（４）余裕深度処分の調査研究、処
分方法確立の加速、（５）研究施設等廃棄物の
埋設施設の立地選定作業の早期推進、それが
円滑に進むような国の支援、（６）「エネル
ギー基本計画（平成２６年４月１１日閣議決定）」
を踏まえた原子力政策全体についての早急な
見直し、が提言されている。

（※）RANDECの説明資料及び小委員会の最
終取り纏めは、下記よりご覧いただくこ
とができます。
（https://www.jimin.jp/policy/policy_
topics/energy/）

RANDECの事業・活動に関する近況報告

廃棄物処理事業推進部　鈴木　康夫　

１．菊池理事長 自民党の放射性廃棄物小委員会にてヒアリング

　自由民主党の政務調査会 資源・エネルギー戦略調査会 放射性廃棄物処分に関する小委員会よ
り、「低レベル放射性廃棄物処分の現状と課題」について当センターよりヒアリングを行いたい
との要請を受け、平成２６年６月３日、当センター菊池理事長が出席しRANDECの活動状況につ
いて報告し、提言を行った。
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　「過剰な恐怖心から拒否するのでもなく、
無条件で是認するのでもなく、原発事故が発
生した福島県だからこそ、放射線への正しい
知識を伝えたい。」
　この思いに共感する企業・機関・団体から
の協賛を得て、平成２６年４月からエフエム福
島（ふくしまFM）によるFMラジオ番組「暮
らしと放射線」の放送が開始された。これか
ら９月までの半年間、月４回、計２４回シリー
ズの放送予定である。原子力バックエンド推
進センターは、番組の構想段階から企画に携
わってきた。
　東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子
力発電所の事故の発生から３年が経過した
が、福島県の人口は未だ減少を続けているの
が現実である。目に見えない放射能や放射線
被ばくへの不安が払拭できないため、これか
ら母親になろうとする女性を含め、子供と母
親その家族などが、県外への移住という選択
をしているためである。震災・事故直後に県
外へ避難した方々においても同様に、帰還し
ても安全という確信が持てずにいるものと思
われる。
　その一方で、県内に留まって、震災前と同
様の生活を送っている方々のなかには、原発
や放射能・放射線被ばくに対する意識が薄ら
いでいるように見受けられる人も増えている。
　それは辛い過去の出来事として忘れ去りた
い心理なのか、風化が進んでいるのか判断が
難しいところではあるが、過剰な恐怖心も、
無防備な鈍感さも、決して喜ばしいことでは
ない。
　放射線を怖がり過ぎてはいけないし、放射
線を侮ってもいけない。放射線の影響は受け

る量によって大きく異なってくる。正しい知
識を持って、正しく対処することが肝要であ
る。
　事実は事実として福島県民に原子力や放射
線に関する情報を伝達し、正しい知識を習得
していただき、子供たちが生活する上で影響
が少ないと判断することができれば、帰還を
促進し、震災復興や地域振興に貢献できるで
あろう。こうした理念に基づいて「暮らしと
放射線」の番組企画は生まれた。
　企画当初は５分の枠であったが各方面から
予想外に多くの協賛と支援が得られた結果、
１０分枠に拡大され、内容的にも充実した番組
にすることが可能となった。
　各週ごとにテーマを設定し（テーマによっ
ては複数週にわたる）、そのテーマにおける
専門家・当事者がアナウンサーの問いかけに
分かり易く答えていく対話形式で番組は進行
する。テーマについても放射能・放射線の話
題から発展し、以下のように原子力全般にわ
たるものとなった。（テーマは変更されるこ
ともあり得る。）
テーマＡ：原子力施設の現状は涯
東京電力福島第一原子力発電所の事故発生
後の国内の原子力施設の現状
テーマＢ：放射能・放射線について
暮らしのなかで存在する放射能・放射線
テーマＣ：放射線の人体への影響は涯
放射線の健康影響、食品の基準など
テーマＤ：除染について
除染の現状や仮置き場、中間貯蔵施設、環
境問題など
テーマＥ：エネルギー政策について
日本のエネルギー政策や安全規制の状況、

２．ふくしまFM「暮らしと放射線」

専務理事　澁谷　　進
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「ふくしまFMのウエブサイト（http://www.fmf.co.jp/pc/kurashi/）」より

世界各国での原子力の事情、放射性廃棄物
の処分
テーマＦ：廃炉作業/その他
廃炉作業の計画、現状、最新技術開発の紹
介の他、国や大学、研究機関などの活動や
現状
　この稿が刊行される頃には、２４回シリーズ
のうちの半数以上がすでに放送済みである
が、これからの放送分はもちろんのこと過去
分についても、ふくしまFMのホームページ
の「暮らしと放射線」コーナーのポッドキャ
ストで配信されているので、合わせてお聴き
頂ければ幸いである。
　原子力災害の発生から此の方、放射能や放
射線そしてその人体への影響に関しては、幾
多の講説が多くの媒体を通じて世に流布され
てきた。その一端を担ってきた者としては、
いわゆる風聞・巷説の類は、健全な社会知の
形成過程において淘汰されつつあるものと捉

えていた。しかしながら、「暮らしと放射線」
の放送が始まって間もなくのこと、小学館発
行のビッグコミックスピリッツの人気連載漫
画「美味しんぼ」での虚偽的表現を巡っての
原作者や出版社の暴論ともいえる主張、そし
てそれを支持するがごときの一部メディアの
論調には、唖然とするとともに筆者の考えが
甘いことを思い知らされた。科学的根拠のな
い即ち因果関係の検証されない事実は、真実
ではない。このことは「言論・表現の自由」
以前の問題であろうと思う。
　図らずも「美味しんぼ」騒動と放送時期が
重なることとなった「暮らしと放射線」、ここ
で展開される放射能・放射線に係わる多面的
な知見や知識が、誤った風評を正し、健全な
社会知としてさらに普及し定着する一助とな
ることを願ってやまないのは番組関係者一同
の共通の思いである。



－　６　－

１．会社概要

　荏原は、1912年にポンプメーカーとして創
業し、2012年11月に100周年を迎え、風水力
事業、環境事業、精密・電子事業の三つの事
業をグローバルに展開している。
　原子力関連施設へも各種ポンプのほかに、
各種水処理・廃棄物処理装置等を納入してお
り、水処理装置から発生する使用済みのイオ
ン交換樹脂（以下、廃樹脂と記載）の処理技
術についても、1980年台から開発を手がけ、
装置を製品化している。

２．技術開発の経緯

　イオン交換樹脂は、スチレンとジビニルベ
ンゼンの共重合体であるが、化学的に非常に
安定で、40～70％の水分を含んでいることも
あり難燃性物質として取り扱われ、原子力発
電所内には廃樹脂として多くが貯蔵されたま
まになっている。例えば、110万kW級BWR
型原子力発電プラントでは、1基当たり約
70m3の粒状イオン交換樹脂を使用しており、
運転による性能低下に伴い廃樹脂として発生
する。
　このため、廃樹脂の効率的な処理は、原子
力発電所運用上解決すべき課題の一つとされ
ている。
　荏原は、この課題に対して減容効果の高い
焼却処理に着眼し、当初はマイクロ波加熱利
用の専焼システムを開発し、その後コンセプ
トを専焼から既設焼却炉での処理に変更し
て、石油ワックスでの廃樹脂固化処理システ

ムを開発し、製品化している。

３．廃樹脂固化処理システム

３．１　着眼点

　廃樹脂は、難燃性であると共に小粒径や粉
末状の樹脂であり、直接焼却するためには、
そのフィード機構を備えた高温タイプの特殊
な焼却炉が必要となる。
　現在、各原子力発電所では、廃樹脂を可燃
性廃棄物に少量混入することで焼却処理して
いるが、現在の保管量を処理できる状況に
至っていないとのことである。
　荏原のシステムは、廃樹脂を可燃性の石油
ワックスと混錬固化し、自燃可能な固化体と
するシステムであり、本システムで製造する
固化体は発熱量が高く、他の可燃性廃棄物と
の混合なしに焼却でき、各発電所の既設焼却
炉でも大量処理することが可能になる。

３．２　システム概要

　廃樹脂に、バインダとして比較的安価で安
定供給可能な石油ワックスと、焼却時に発生
するSOx低減のための消石灰、連続成型固化
を容易にするための安定化剤を加える。これ
らを混合機で混合した後、押出成型機にて連
続的に混錬・押出成型して固化体とする。こ
の固化体は棒状に成型されるが、ハンドリン
グを考慮し出口で適当な長さに切断すること
としている。図１に本システムの処理ブロッ
クフローを示す。

外部機関の活動状況紹介

株式会社　荏原製作所　　　
原子力技術室　石山　祐二　

１．荏原製作所の使用済みイオン交換樹脂処理技術
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３．３　主な装置の詳細

（１）混合機
　混合機では、廃樹脂に顆粒状の石油ワック
ス、消石灰、安定化剤を一定割合で加え、
バッチ運転で機械的に混合処理する。焼却時
の排ガス中のSOx低減のために添加する消石
灰は、大気中の水蒸気を吸収すると固化体成
型時に処理に影響を与えることが確認されて
いるため、吸湿対策として混合機内は窒素ガ
ス置換を行っている。
（２）押出成型機
　混合機からの原料は入口部のスクリュー
フィーダーでオーガ部に定量供給し、オーガ
部では混合原料が溶解しないように冷却しな
がらスクリューで混錬圧縮し、ダイス部で
ワックス成分を加熱溶解しながら連続的に押

出し、均質な固化体を成型する装置である。
　図２に押出成型機の内部イメージを、図３
に固化体製造中の試験装置の写真を示す。
（３）その他
　以上の２装置以外に、各原料を受け入れる
タンク類、温度コントロール用の冷水及び熱
媒の供給機、棒状成型された固化体を切断す
るカッター等で構成される。

図１　処理ブロックフロー図

図２　押出成型機の内部イメージ図 図３　試験装置の写真
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４．固化体の製造

　本システムで製造する固化体の形状（特に
径）は、装置の製造容量に応じて設定するが、
その取扱性を考慮し、φ10～30mm程度とし
ている。図３の試験装置では、固化体径はφ
15mmであり、この装置での固化体製造能力
は20kg/hである。
　固化体原料の混合割合は、廃樹脂：石油
ワックス＝3：2で、これが全体の約90wt％、
残り10wt％が消石灰と安定化剤で、1kgの廃
樹脂が約1．8kgの固化体に成型される。
　模擬廃樹脂を使った試験装置での連続確認
試験では、１日あたり約260kgの廃樹脂を処
理し、480kgの固化体を製造した。

５．固化体の焼却

　本システムで製造した固化体の熱量は約
6，000kcal/kgで、社内の試験設備や既設の焼
却炉で模擬廃樹脂を用いて製造した固化体の
焼却試験を行い、専焼でも他の可燃物との混
合焼却でも問題なく焼却可能であることを確

認した。
 本固化体を単独焼却したケースでも、自燃
状態で600～800℃の燃焼温度の維持ができ、
排ガス中のSOxガス濃度は基準値以下で、ダ
イオキシン等の有害ガスの発生もなく、また
焼却処理での減容率・減重量率は共に90％以
上であった。

６．まとめ

　廃樹脂をワックス固化することで、取扱性
が向上でき、既設焼却設備での焼却処理が可
能であることが確認できており、本システム
の適用により発電所内に貯蔵された廃樹脂量
の減容に役立つものと考えている。
　本ワックス固化技術は、廃樹脂の処理だけ
ではなく、原子力関連施設で減容できずに保
管しているその他の難燃性廃棄物の焼却処理
にも応用が可能と考えており、装置のシンプ
ル化やそれぞれの廃棄物に適した装置開発を
進め、その展開を図っていきたい。

参考文献

１）出水丈志，他，“放射性廃樹脂処理法の開発，”FAPIG誌，No.174，（2007-2）.
２）出水丈志，他，“原子力発電所の可燃性雑固体廃棄物焼却炉における使用済樹脂焼却効率向

上の検討，”FAPIG誌，No.182,（2011-2）.
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２．除染現場で発生した問題が示す天然核種認識の重要性

と合理的な基準のあり方

株式会社日本遮蔽技研　平山　貴浩

１．（株）日本遮蔽技研について

　当社は平成２２年、工場やガソリンスタンド
等跡地の土壌汚染分析や対策をコンサルタン
トし、よみがえらせることを目的に組成され
ました。
　しかし、始業してまもなく東日本大震災に
起因する原子力災害がおきました。環境中に
放出された放射性物質対策に業態を切り替
え、放射線遮へい技術を核とし、計測・分析
分野を含めたソリューション提供を行い、現
場（オンサイト）での問題解決にあたってお
ります。サーベイメータで使用するコリメー
タをはじめ、焼却可能な放射線遮へい保管・
運搬資材、GPS搭載３層同時計測器、高バッ
クグラウンド対応スペクトロメータ、空中・
地中・水中放射線計測器など、開発分野は多
岐に及び、その自動化を実現しております。
　また、それらすべての製品を、Made in 
FUKUSHIMAの理念を掲げ、多くの専門家
と地元企業協力の下に、福島県内で設計・製
造する業態を推進しております。福島の復興
と産業創造に微力ながら寄与し、東電の福島
第一原子力発電所の廃炉に貢献するととも
に、原子力利用文明に貢献することが、当社
の使命と考えております。

２．汚染状況重点調査地域内の表土除染プロ

セス

　最近の除染現場でおきている事象と原因解
明の過程と、その重要性を紹介できればと思
います。
　園庭や道路側面・法面等土壌の除染は、次
のプロセスで行われます。
①除染前の線量計測→表土除去作業→②工

中の線量計測（効果確認）→新しい土砂等に
よる表土戻し→③施工完了後の線量計測
　線量計測は、空間線量率計測と表面密度の
汚染計測両方が行われます。その際、表面計
測に関してはコリメータを使用すると、地表
面以外からのバックグラウンドをカットして
計測できるので、除染効率が明確になります。

３．低減後上昇する計測値

　除染は清掃と異なり作業後の美観はもとよ
り、放射線の低減率、すなわち除染効果が重
要となります。完了した除染現場は、放置さ
れていた以前の状況に比べると見違えるよう
に美しくなります。しかし、安心して暮らせ
る放射線量になることが目的です。新しい山
砂などを利用して表土を埋め戻すので、誰も
が安心してその美しい環境に住むことができ
ます。
　現場の計測において、通常は①＞②＞③と
計測値が変化していたのが、①＞②＜③とい
う計測値を示す事象が３度発生し、作業が中
断する、という問題が発生しました。無論施
工も正しく行われています。しかし、その計
測値から再施工が行われる事になりました。
　再施工が行われ、新たに敷かれた埋め戻し
用の土砂がすき取られ、再度、新たに埋め戻
しがなされました。再施工後の完了計測値③
は、最初の完了計測値③よりも低下すること
を誰もが期待します。しかし③≒③という結
果でした。施工した業者はもちろん、自治体
の除染担当者も、頭を抱える事となりました。

４．調査計測と分析

　原因究明のため、現場の再々計測や採取さ

´

´
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れた土砂の分析の依頼を受け、現場での測定
やサンプル採取を行いました。当社では、日
立アロカメディカル社製サーベイメータ
TCS１７２Bの計数率を活用して、放射線がど
の方向から強く来ているのか、水平方向、垂
直方向とも測定することができる回転式コリ
メータ、EARTHSHIELD娯Model-KS（写真
１）という製品があります。

　この装置を現場に持ち込み測定し、平均値
を取りました。水平方向は均一な計数率を示
しました。しかし、垂直方向においては、地
方向が２倍近く高い計数率を示しました（図
１）。これは、面的な除染が成功しても、まだ
地方向に放射性物質が残っている事を示しま
す。
　サンプル採取した土壌をGe半導体検出器
によるγ線スペクトロメトリー測定を行いま
した。埋め戻しに使用した土壌の中には、天
然に存在する核種が多数含まれていました。
Th-２２８，２３１，２３４，Ra-２２６，Te-１２９，Pb-２１２， 
２１４，Ac-２２８，Pa-２３４m，Tl-２０６，２０８，Bi-２１４，

K-４０等でした。Cs-１３７も微量ながら存在す
ることがわかりました。

５．天然核種や過去の地上核実験由来物質に

対する知見の重要性

　新たに埋め戻しに使用した土砂により、汚
染土壌をすき取っただけの状態よりも、空間
線量が上昇しました。埋め戻しに利用した土
砂の中に、様々な核種が自然に含まれていた
という事から、それが新たに埋め戻した際に
線量が上昇した理由なのではないか、という
推論がなされ、この現場を除染した施工のあ
らぬ嫌疑は、一応の解決をしました。
　しかし、私たちが標準的なサーベイメータ
で確認しうる計測方法で、バックグラウンド
とは「何を測定しているのか」、すなわち、測
定している線量とは何か、もっと認識してお
くべき事があるのではないかという根本的な
テーマが生まれました。
　土壌には、天然核種として、K-４０、ウラン

図１　EARTHSHIELD娯Model-KSによる計測

写真１　EARTHSHIELD娯Model-KSの外観
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系列核種、トリウム系列核種があり、大小の
差はあるものの必ず含まれています。また、
過去の大気圏内核実験の名残であるCs-１３７
も含まれることがあります。それにもかかわ
らず、日本の土壌中の天然核種濃度に関する
統計的な報告は極めて少ないのが実情です。
国内の土壌中の天然核種濃度に係る研究とし
ては鈴木敦雄氏（参考文献１）、河村浩史氏
（参考文献２）等のものがあります。国際的な
調 査 報 告 と し て は 国 連 科 学 委 員 会
（UNSCEAR）２０００年報告があるが、それによ
れば、人は年間２．４mSv、そのうち地殻から平
均０．５mSvの被ばくを受けています。場所に
よっては国際的に決められている公衆の一人
当たりの年間の最大被ばく線量である１mSv
（福島第一原発事故由来の放射性物質に係る
除染特別措置法の除染対象としては０．２３μ
Sv/h）を自然の放射能によって超える場所や
土壌も世界的には少なくない。
　天然核種を正確に定量するためには、どう
してもGe検出器を用いる必要があります。
その理由は、天然核種は、様々なエネルギー
のγ線を放出するため、NaI検出器などでは、
そのピークの分離が困難であるからです。一
例をとっても、６０９ keVのγ線を放出するBi-
２１４とCs-１３４の６０４ keVの分離はGe半導体検
出器以外では不可能です。Ge検出器以外で
Cs-１３４の定量を行う場合は、常にBi-２１４の妨
害を念頭に置くことが重要になります。
　なお、正確に福島第一原子力発電所の事故
由来のCs-１３７の濃度を定量するためには、
Cs-１３４とCs-１３７の比から推定することが必
要になります。

　除染現場においても、天然核種に加え、事
故以前に存在した過去の大気圏内核実験由来
のCs-１３７が存在することを念頭におくこと
が、二度手間の防止に重要な要素となると考
えます。
　除染の現場において、今回のように、懸念
される再施工が今後も発生する可能性があり
ます。２０１１年以前の過去の大気圏内核実験の
影響であるCs-１３７に加え、バックグラウンド
として存在する天然核種を正しく認識するこ
とが、目指すべき合理的な除染後の線量基準
を考える際に重要になるのではないかと思い
ます。天然核種等と過去の地上核実験で、環
境中に放出されたCs-１３７は、２０１１年の事故以
前から放射性物質として身近に存在しそれが
どの程度だったのかという理解が必要です。
　また、今後中間貯蔵等の問題で、受け入れ
基準等を濃度（Bq/kg）で管理する議論がな
されていますが、これも同様に天然核種をど
のように認識しておくかという観点で、サー
ベイメータやγ線スペクトロメトリー検査装
置で運び込まれるフレコンバック等を計測す
る際の誤差について、その許容範囲を定める
上で一度しっかりした議論を行い、物流に支
障を来さない、実用的なコンセンサス＝基準
をいずれかの場で議論して欲しいと考えます。

　最後になりますが、本稿作成にあたり、貴
重な資料と知見をいただきました、工学博士
鈴木敦雄氏（キャンベラジャパン株式会社カ
スタムソリューション事業部ソリューション
マネージャ）に、心より敬意と感謝を申しあ
げます。

参考文献

１）鈴木敦雄、「日本のコンクリート材料中放射核種濃度に関する研究」、名古屋大学大学院工学
研究科２０００年度博士論文　２００１年３月

２）河村浩史、他．“静岡県の環境放射線（全国の表層土壌資料の各種分析－第３報－）”平成２２
年度放射能分析確認調査技術検討会、東京国際フォーラム、平成２３年３月１１日．
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海外技術情報

企　画　部　菊池　　孝

１．ガス拡散プラント建屋の除染・解体に係わる教訓

１．施設概要

　上記の旧ガス拡散プラントは１９４０年代から
建設が進められ、マンハッタン計画の一部と
して核兵器製造用の高濃縮ウランを、後には
民生用の原子力発電計画のための低濃縮ウラ
ンの供給を行った。後者の建屋は、再利用を
見越して１９９７年から２００７年までに設備が撤去
されたが、高濃縮ウラン用の建屋では、大部
分の施設が１９６０年代に停止して以来、そのま
まになっており、一部は１９７０年代後半まで使
われていた。
　プラントの停止に先立って設備の化学洗浄
が行われたのはわずかであり、汚染源は主と
してウランと、また、回収ウランの濃縮に起
因する少量のテクネチウム（Tc）である。ま
た、PCB、水銀及びアスベストでも汚染され
ていた。URS ｜ CH２Mオークリッジ有限責任
会社（UCOR）は、DOEに代わってこれらの
除染・解体及び環境修復を終えつつあるが、
得られた教訓は、他のウラン濃縮施設におけ
る今後の除染・解体計画に有益なものとなる。

２．特性評価

　UCORは、サンプリング、非破壊分析やプ
ロセス知識を用いてK-２５及びK-２７のプロセ
ス建屋の特性評価を行ってきたが、この経験

が装置や配管などの処分場所や方法を決定す
る上で不可欠なものとなる。これはまた、放
射線及び労働衛生管理、環境への汚染放出防
止、核的臨界安全の確保にも必要となる。
　UCORは、K-２５建屋のTcエリアにおける
Tc汚染に関する評価データを構築し、これに
より、旧ネバダ核実験場にあるネバダ国家安
全 保 障 施 設Nevada National Security Site
（NNSS）での処分を基本としていた廃棄物
を、そのままNNSSでの処分が必要ものと、
オークリッジにあるEnvironmental Manage-
ment Waste Management Facility（EMWMF）
でオンサイト処分されるものとに分けること
ができ、かなりのコスト削減となった。

３．化学洗浄

　K-２５建屋のうちの一部の設備だけが、停止
に先立ち化学的洗浄が施されたが、他の４つ
の建屋はその対象とならなかったため、保有
核燃料物質や放出の可能性が高いフッ化水素
（HF）の除去が必要となった。
　大量のウラン堆積物（例えば、３５０g以上の
U-２３５）が存在すると除染・解体がかなり複
雑になる。ほとんどが六フッ化ウラン（UF６）の
加水分解生成物のフッ化ウラニル（UO２F２）
であり、特に水が浸透してくるような場所で

　東テネシーテクノロジーパーク（ETTP）は、米国における濃縮ウラン製造用の５つの旧ガス
拡散プラント（高濃縮ウラン用：K-２５， K-２７、低濃縮ウラン用：K-２９， K-３１， K-３３）のサイ
トであり、設備はウランとテクネチウムで汚染されていた。これらの建屋の除染・解体を通じ
て、事前特性評価、化学的洗浄、建屋の構造劣化対応、廃棄物の物流管理、特定核燃料物質や機
微情報設備の問題の管理などの重要性に関する教訓が得られている１）。
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は臨界の問題を引き起こす。UF６の加水分解
の副産物であるHFの存在も同じように問題
となる。大量のウラン堆積物を除去すること
により臨界が起こり得ない（criticality 
incredible）状態を確保しなければならない。
また、プロセス装置や配管に湿った空気を吹
き込んで、水蒸気と残ったUF６とを反応させ、
HFを排気する作業も必要となる。
　ウラン堆積物除去の技術は数十年にわたる
ガス拡散プラントの運転経験に基づくもので
あり、例えば、三フッ化塩素（ClF３）とフッ
素（F２）の混合物が、UO２F２の除去に使用さ
れた。これらは、ポーツマス・ガス拡散プラ
ントやイギリスでのカーペンハースト・ガス
拡散プラントにおけるウラン堆積物除去でも
使用されてきた。

４．建屋構造の劣化

　監視や保守に努めてきたにもかかわらず、
これら施設の構造劣化がかなり起きてしまっ
ている。K-２５建屋では、構造的劣化の多くは
水の侵入や凍結・解凍の繰り返しによっても
たらされ、ひびが入ったり、鉄筋がむき出し
になったり、場所によっては床沈降などが起
きた。このため、修復・補強、荷重制限など
が必要になり、費用及び時間がかかり、除染
作業の能率に影響が生じた。
　このため、UCORは、EMWMFの受け入れ
基準を満たさないような配管は、オレンジ色
にペンキを塗り、建物と一緒に解体する目印
とすることにしている。
　これにより、細断し、容器への充填後に
NNSSで処分を行うものの仕分けが容易にな
り、現地での配管の撤去作業が極力減ること
になるため、構造劣化に伴う安全性の改善と
コスト削減につながる。

５．廃棄物処分

　解体デブリは特性評価データに基づき、オ
ンサイトおよびオフサイト処分されることに
なっているが、大量の廃棄物を仕分け、容器
へ充填し、輸送することは、作業上及び物流
上の大きな挑戦である。オークリッジでは、
オンサイトのEMWMF廃棄施設と専用運搬
道路の設置により、廃棄物の輸送・処分に大
きな利益をもたらした。過去の１６ヶ月間で、
K-２５施設の除染・解体により発生した解体デ
ブリとプロセス配管を、EMWMFにトラック
１４，４００台分（約８２，０００m３）の輸送を安全に行っ
た。さらに、NNSSに対しては、２００回近いプ
ロセス機器の輸送が行われた。効率的で念入
りな物流計画が廃棄物管理のキーとなるもの
であった。また、「作業をしながら充填（pack 
as you go）」という思想を採用し、解体デブリ
を発生とほとんど同時に容器に充填すること
により、解体作業への障害や廃棄物の複数の
取扱い作業を引き起こすような、大量の解体
デブリが蓄積することを回避した。
　また、３つの低濃縮ウラン建屋の装置の撤
去前にEMWMF廃棄施設の建設が始まって
いれば、大型機器の細断作業や輸送コストの
増加は避けられたというのが教訓であった。

６．セキュリティ

　セキュリティのレベルは、特定核燃料物質
の量と機微情報設備に指定された装置の両方
から決まるものであり、様々なプロジェクト
グループ間の実効的な計画が不可欠であっ
た。１つの事例は、除染・解体作業、特性評
価及びセキュリティグループ間の協力であり、
それにより特定核燃料物質を含む物品を希望
通りの処理速度で処理できるようになった。
　また、教訓としては、セキュリティ確保上
のコスト削減方法を選定するに当たって、ラ
イフサイクルの影響を考慮することであり、
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例えば、特定核燃料物質を含むいくつかの物
品が、セキュリティ確保のコストを抑えるた
め過去１０年間にわたって大きなコンクリート
の塊に収納されていたが、UCORはかなりの
コストと作業員への潜在的なリスクという代

償を払ってこれらのコンクリートの塊を処理
しなければならなかった。まず、初めにこれ
らの物品の最終処分を考慮すれば、もっと別
の効率的な戦略がとれたはずである。

図１　建屋構造の劣化 図２　オンサイト処分場EMWMF
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専務理事　澁谷　　進

２．米国ハンフォードの核物質生産炉の「中間安全貯蔵」による廃止措置

１．ISSの状況
　米国エネルギー省（DOE）のハンフォード
（HF）サイトの９基のPu生産炉施設（B，C，
D，DR，F，H，KE，KW，N）は、２０６８年
まで「中間安全貯蔵」（ISS）される。ISSに関
する環境影響報告（Environmental Impact 
Statement：EIS）は１９９３年に終了し、最終確
認された時点から７５年間の貯蔵が行われる。
この間、原子炉を取り囲む「安全貯蔵格納施
設（Safe Storage Enclosure ：SSE）の内部の
温度と水位を遠隔監視することと５年毎の
SSE内部の目視点検を行うことになってい
る。安全貯蔵期間が終了後、原子炉は取出さ
れHFサイトの処分場に埋設される。
　７５年 の貯蔵期間中に、放射性物質（主に
Co-６０とCs-１３７）は減衰し、原子炉の処分作業
での被ばく線量は低減される。原子炉９基の
うち６基にSSEが構築され、現在ISSされて
いる。
　N原子炉を除く８基のISS措置は、公開審
議の後、Pu生産炉８基の廃止措置に関する決
定記録（Record of Decision：ROD）で公表さ
れた。最初のISSは１９９８年に完了し、２０１２年
７月に最後のN原子炉のISSが完了した。N
原子炉はこれまでで最大のSSE事業であった。
　生産炉の炉心の重量は８，１００～１１，０００ tあ
る。貯蔵期間終了後に炉心の撤去や原子炉建
屋の解体、コロンビア川の河岸からHFサイ

トの処分場への輸送行われる。
　２００５年には、WCH社（Washington Closure 
Hanford）がRCC（River Corridor Closure）
契約事業の監理会社としてDOEから指定さ
れ、契約内容にはN原子炉の補助施設の停止
措置、除染、解体撤去等の指導的役割が含ま
れた。
　先行するSSE事業の教訓は、その後の生産
炉のSSE事業に反映され、残る原子炉３基の
SSE事業に道を開く助けになる。

２．規制の取組みとISSの評価
　ISSに係わる一連の規制文書としては、対
象となる原子炉の取扱いに係わる作業計画確
認と評価に伴って以下の主要な文書が制定さ
れた。
・原子炉８基の最終EIS（１９９２）２）

・原子炉８基の最終EISとROD（１９９３）３）

・N原子炉に対する技術及びコスト評価、
その対応に関する覚書（２００５）

　上記の規制文書では原子炉の取扱いに関し
て以下の５つの選択肢を評価している。
（１）遅延一括撤去を伴う安全貯蔵
（２）手を加えない、巡視点検（S&M）のみ継続
（３）即時一括撤去
（４）遅延解体撤去を伴う安全貯蔵
（５）原位置廃止措置
　「即時解体撤去」の選択肢は、高コスト、高

　先号までに、廃止措置の最終状態の一形態として「遮蔽隔離（Entombment）」方式について、
IAEA顧問チームでの調査検討の論議及びその実例として「遮蔽隔離」方式を採用した米国サバ
ンナリバーサイトのPu生産炉の原位置廃止措置（In Situ Decommissioning：ISD）を紹介した。
本号では、「遮蔽隔離」と密接に関連する一方式として、米ハンフォードサイトのPu生産炉に対
し採用された「中間安全貯蔵（Interim Safety Storage：ISS）」の廃止措置について紹介する１）。
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被ばく線量ため、詳細には分析されなかった。
　選択肢（２）と（５）は、多くから支持され
たたが、炉心がコロンビア川河岸から撤去さ
れないため選択されなかった。選択肢（３）
は大半から支持されたが、炉心の貯蔵が何ら
重大な環境リスクを与えることがないことか
ら、また、選択肢（４）は一括撤去に比べて
被ばく線量が大きく、コスト高なため除外さ
れた。選択肢（１）が、長期の巡視点検が必
要なため選択肢（３）より幾分コスト高であ
るが、環境的に好ましいことから採用された。
　７５年という中間貯蔵期間は、Co-６０の崩壊
を基に評価された。この期間はRODが発行
された１９９３年に始まり、SSEの完了時期に拘
わらず、すべての原子炉に適用される。炉心
の撤去は２０６８年に開始し、１２．５年を要すると
予想され、すべての炉心の撤去が完了する時
期は２０８０年頃になる。

３．ISSの実績と得られた教訓
　ISSのためのEISとRODの終了後、炉心を
安全貯蔵条件を満たす作業が開始された。環
境保護局（EPA）、DOE、ワシントン州環境局
の３者間で法的拘束力を持つSSE完了時期
に関する協定が締結された。
　以下に、各原子炉のSSEに係わる解体や設
計、建設から得られた教訓も記載する。

①C原子炉（１９９８）
　C原子炉は、最初にISSされた原子炉で、炉
心回りの解体、SSEの構築等の技術実証事業
であった。分割した下請け契約によりSSE
の設計を技術的に確固たるものにした。コン
クリート切断や、コアリング、放射線サーベ
イに係わる新しい機器・装置、新技術の採用
に契約発注された。他の契約では、建設会社
に建屋の部分解体撤去、SSE構造の構築が発
注された。これらは並行して契約された。原

子炉建屋の解体撤去作業は、SSE建設契約作
業者と建屋の一部が近接・重複する作業者に
よって並行的に行われたが、工程が遅延しコ
ストが増大し、非効率的であった。
　SSEの設計では、原子炉建屋の既存の構造
鋼材の撤去が求められ、新しい構造鋼材が据
付けられた。
　直接雇用作業による原子炉建屋の不要部分
の解体撤去の完了を含むこの事業からの教訓
は、下請け企業によるSSE構築の開始に先行
して、設計変更費用を最小限にし、設計にお
いて可能な限り既存の構造鋼材を利用するこ
とである。
　これらの経験を活かすため、一つ以上の原
子炉SSEを合わせて契約することが推奨さ
れた（図１）。

②DR原子炉（２００２）とF原子炉（２００３）
　この２原子炉の作業計画には、C原子炉の
SSEからの教訓が取り入れられ、一つの契約
にされた。DR原子炉のSSEの構築中に遭遇
した数々の設計上の問題には解決策が見いだ
され、F原子炉のSSEにおいても活かされ
た。契約者は契約で提示された概念設計を
使ってSSEを設計したが、建設契約者は多々
ある屋根頂と棟線から構築上の非効率性に悩

図１　C原子炉SSE
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まされた。より単純なSSE設計が構築可能
性の観点から望まれた（図２）。

③D原子炉（２００４）
　新規会社がD原子炉のSSEの設計と建設の
契約を行い、多くの課題に直面したが、DR原
子炉とF原子炉に活かした教訓を確認・検証
することとなった。SSE設計・建設の契約に
先立って、解体撤去作業が施設側で実施され
たため、近接作業に伴う作業の遅延はなかっ
た。SEE設計では屋根頂の数が削減され、構
築性を単純化した（図３）。
 

④H原子炉（２００５）
　H原子炉の契約は、DRとF原子炉のSSE建
設と同じ会社が取り、それらの設計や建設経
験の教訓が反映された。SSEの設計では、最
小限の屋根頂と詳細調整で単純な直線形状を
実現するために、新鋼材、屋根ふき材、壁板
材の量を増量した。このため材料費は増加し
たが、単純な建築によりそれを相殺する以上
の労務費削減となった（図４）。

⑤N原子炉と １０９-N 建屋（２０１２年）
　先行の原子炉のSSEは、他のHFサイトの
主要契約者によって建設されてきたが、
WCH社の責任は、危険物質の除去、建屋解
体、N原子炉と蒸気建屋のSSEの建設であっ
た。N原子炉のSSEの作業計画は、危険物質
の除去と原子炉建屋の不要部分の解体撤去に
関するすべての作業にDavis Bacon条例を適
用することが決定された時点で、大幅に改訂
され、下請け会社に発注された。SSEは、N
原子炉建屋とN蒸気建屋との２つの分離した
屋根セクションから構成された。
　N原子炉建屋の解体撤去では、１００，２０４tの
廃材が発生、建屋敷面積は７，９４７m２から
２，０１６m２に減少した。N蒸気建屋の解体撤去

図２　DR原子炉SSE

図３　D原子炉SSE

図４　H原子炉SSE（建設中の様子）
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では、廃材発生量は３３，２４１t、建屋敷面積は
８，４１５m２から５，０５２m２に減少した。

⑥N原子炉のISS施設の改造
　構造上の改造が実施され、燃料貯蔵池や補
助建屋、炉心構造物周りの遮へい壁の外側の
N原子炉建屋の大部分が撤去された。加え
て、１０９-N建屋は蒸気発生器室までが撤去さ
れた。この部屋は室内の放射線レベルが高い
こと、原子炉建屋との共有壁を有するため構
造的健全性の観点から残置された。原子炉加
圧器とその周囲壁はSSEの一部として原位

置に残され、また、新しい屋根が設置され、
１０９-N建屋の主屋根の上部まで拡張された。
新規の鋼製屋根が残置される既存のコンク
リート遮へい壁の上に張られた（図５）。

４．まとめ

　HFサイトには、さらにISSの対象となる３
原子炉が存在している。３施設のうちB原子
炉のISSは、博物館として保存する作業が進
められているため、遅延している。KEとKW
原子炉に対するSSEは、ISS事業の完成度を
さらに高いレベルにする。これらの原子炉の
解体作業は先行する６施設と同様になるが、
SSEの設計では、原子炉建屋の既存のコンク
リート上部への構造物構築の代わりに、原子
炉建屋をカプセル化する鋼製構造物が受け入
れられるであろう。HFサイトにおけるISS
事業の完了に向けては、建屋の解体撤去と
SSEの建設の両方に下請け会社を使用した
教訓が反映されるとともに新しい教訓を得て
いくことになる。

図５　N原子炉と１０９-N建屋SSE
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３．英国バークレー発電所の使用済熱交換器の再利用経験

　英国初の商用炉バークレー発電所は２７年間の運転寿命を終え、２０７９年のサイト解放に向けて
解体廃止措置が行われている。そのランドマークの一つとして、バークレー熱交換器プロジェ
クト１），２）が発足し、廃棄された熱交換器のスウェーデンへの輸送、再利用のための放射性廃棄
物の処理が行われている。これらの処理により全重量の９５％が除染されフリーリリースでき、
再溶融されて一般市場で再利用される。

１．バークレー発電所の現状と計画

　バークレー原子力発電所は、英国初の商用
発電炉で、２基の炭酸ガス冷却型の発電炉
（グロス１６．０万kWe/基のマグノックス型炉
（図１））があり、１９６２年に運転を開始し、１９８９
年に経済性を理由に２７年間の運転寿命を終え
た。

　その廃止措置方式は、約６０年間の安全貯蔵
期間の後に解体廃止措置を実施する安全貯蔵
－解体撤去方式であり、次の３段階に区分し
て実施される３）。
①安全貯蔵準備段階
②安全貯蔵
③最終サイト解放
　１９９２年までにすべての燃料の取出しが完了
し、サイトから搬出され、１９９３年から両原子

炉の主冷却系の解体が始まり、１９９５年にター
ビンホールのような構造物が解体され、２００１
年に冷却プールが解体された。２０１０年には２
基の原子炉建屋は安全貯蔵状態になった。ま
た、原子炉建屋外部に縦置きの熱交換器は、
１９９７年に水平状態に移動され（図２）、安全貯
蔵中は横置き保管されていた。これらの熱交
換器は、２０１３年３月までにリサイクルのため
バークレイサイトから全て搬出された。

　本サイトは、現在、全面積の約４０％（１１ヘ
クタール）の部分解放が実施されている。今
後は、安全貯蔵準備段階と安全貯蔵がそれぞ
れ２０２１年と２０７０年までに終了し、２０７９年にサ
イト全体を解放する計画である４）。

図１　原子炉の概略図

図２　熱交換器の取り外し横置き作業
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２．熱交換器のスウェーデンへの輸送

　熱交換器は両原子炉に各８基備えられ、各
基 は 厚 さ　２８．６mm，直 径　５．３３ｍ，全 長
２１．３４m，重量　３１１tで、重量の内訳は、圧力容
器　９１t、支持構造物　３０t、配管ボックス　３３t、
高圧過熱側配管　１６t、低圧過熱側配管　１３t、
蒸発器・エノコマイザー配管　１００t、その他
（はしご、配管等）　２８tである。
　熱交換器の内面の配管や鋼鉄構造などは放
射性ガスにより汚染され、主な放射性核種
は、H－３， C－１４， Co－６０であり、熱交換器１
基あたりの平均放射能量は３５．５GBqであっ
た。これは１１４MBq/tに相当し、英国基準の
低レベル放射性廃棄物に区分される。１９９７年
の圧力容器内のβ線量率は５０μSv/h、γ線量
率は２０μSv/hで、α線による汚染は観測され

なかった。なお、熱交換器の水側や水蒸気側
の配管の汚染は観測されなかった。
　１９９５年に１基の熱交換器はサイト内で減容
と放射性廃棄物の処理が行われたが、経済性
等の観点から残りの１５基についてはオフサイ
トでの処理が採用された。２０１２年３月に最初
の５基の熱交換器がスウェーデンに海上輸送
され、２０１３年３月までに全ての熱交換器が輸
送された（図３、４）。輸送中の汚染密度は、
制限値（外表面：０．４Bq/cm２（α線）、４Bq/cm２

（β、γ線））以下であった。熱交換器の表面
から１m離れた距離での線量率の平均は１～
３μSv/h、最高値３．１μSv/hあり、表面近く
では８～５０μSv/hが観測された。

３．放射性廃棄物の処理と再利用

　今回の輸送、廃棄物処理はスウェーデン・
スタズビック社が請け負った５）。スタズビッ
ク社は１９９０年代中頃から、国内外のBWRの
熱交換器のような大型構造物の処理を開始
し、重量物の取扱いや輸送、大型構造物の切
断技術、減容と放射性廃棄物の処理の経験を
豊富に蓄積している。
　海上輸送された熱交換器はスタズビック社
の処理設備で表面除染の後に金属溶融され
た。図５に処理設備内での熱交換器の切断解
体写真を示す。
　溶融インゴットのクリアランスを達成する
ために、溶融前に熱交換器の内部はブラスト
処理で除染された。金属溶融処理中に溶融金
属からサンプルを採り、測定と評価のため社
内の放射線測定研究所に送られ、その結果に
基づいて溶融インゴットのクリアランスが可
能か判断された。これらの処理により全重量
の９５％（最高９６％）が除染され、フリーリリー
スでき、残りの５％（溶融過程でのスラグ、
切断やブラスト時の残留物、換気システムの
塵など）が２次廃棄物として残された。各熱

図３　熱交換器のバークレー港への輸送

図４　スウェーデンへの海上輸送
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交換器の処理中の作業員の被ばく量（１．５ヶ
月）は約８人・mSvであった。

　処理された熱交換器の２次廃棄物は英国に
返却されるが、２次廃棄物の平均重量は１基
あたり１６．５tで、５４本のドラム缶（約１１m３）に
相当する。なお、溶融インゴットはスタズ
ビック社の所有となり、再溶融されて鉄鋼業
界に売却し、新たな鉄鋼製品として一般市場
で再利用される。

４．まとめ

　バークレー熱交換器プロジェクトは英国で
初めて実施されたが、スウェーデンへの海上
輸送、放射性廃棄物処理と再利用は、サイト
内で実施されるより短時間にスムーズに成し
遂げられた。本プロジェクトにより効果的な
減容・除染がなされ、全重量の９６％（最高値）
はフリーリリースが可能となった。これは、
ステークホルダー（顧客、投資家、規制当局、
契約者等）間の継続した連携体制が早期に構
築できたことが重要であったと報告されてい
る。

図５　処理設備内で熱交換器の切断解体

参考文献

１）Bo Wirendal, et al.,“Berkeley Boiler Project,”Studsvik Symposium, April, 2014.
２）Bo Wirendal, et al.,“Studies, Transport and Treatment Concept for Boilers from the 

Berkeley NPP,”Radwaste Solutions, January-March, 2014.
３）“Berkeley starts 60-year wait,”Nuclear Engineering International, 9 May, 2011.
４）http://www.magnoxsites.co.uk/site/berkeley/.
５）川妻伸二，他，“スウェーデン・スタズビック社における金属廃棄物の溶融除染とフリーリ

リース，”デコッミション技報，第３３号，p．６７－７４，２００６年３月．
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廃棄物処理事業推進部　泉田　龍男

４．英国廃止措置施設の燃料貯蔵プールのガンマ線画像測定と有効性

　ガンマ線画像測定装置が、英国のブラッドウェルマグノックス発電所で燃料貯蔵プールの放
射線測定に使用されており、廃止措置が加速している現在も継続されている。この装置を用い
る目的は、既に実施された通常の放射線測定の結果を検証し、コアサンプリング測定の妥当性を
評価することにある。ガンマ線画像測定では、ガンマ線線量率の上昇を引き起こす放射線源の
位置を正確に示し、加えて、これらのホットスポットが Cs-１３７かCo-６０かを特定できる。ガンマ
線画像測定は、ラドスキャン（RadScan）社製のシステムが使われており、燃料プールのふちの
歩行通路に設置して測定している。このプール表面全体のガンマ線画像は、被ばくを最小にす
ると同時に廃止措置におけるALARP（リスクを合理的に達成可能な限り最小化する）原則に貢
献している１）。

１．はじめに

　１９９０年代中頃から、ガンマ線画像測定装置
が原子力産業分野、特に廃止措置を行ってい
る施設で広く使用されるようになった。この
測定装置は、ガンマ線の発生源となっている
施設内の汚染分布が写真画像上に放射線強度
に応じた色調表示の重ね合わせで提供され
る。このガンマ線画像測定は、セラフィール
ド再処理施設をはじめ、世界中の運転中の原
子力施設や廃止措置中の施設等に広く使用さ
れてきている。
　本論文で紹介する燃料貯蔵プールの特性評
価は、バブコックインターナショナル社から
提供されているラドスキャン社製ガンマ線画
像測定器を用いて実施された。
　この装置は、小型のタングステンでコリ
メートされたNaIガンマ線検出装置がベース
となっており、上下左右に動く台にセットさ
れている。この測定器はタングステンにより
強くコリメートされた狭隘な視野を自動的に
スキャンして、全体の視野の上に上書きして
表示する。
　図１に例を示す。これは、現在廃止措置を
実施中のブラッドウェルマグノックス発電所

のボイラー内表面のCo-６０による汚染スポッ
トを示している。ボイラーの一部分から強い
放射線が出ていることが画像中央の白い部分
に示されているが、これはボイラー内部の線
源によるものとみられる。このシステムでは、
分光学的情報と位置情報両者を計測・記録で
きる。このため定量分析を可能にし、また加
えて色調による定性的な表現も可能になる。
　ブラッドウェルマグノックス発電所には、
２つの燃料貯蔵プールがある（北プール、南
プール）。このプールは、セラフィールド再
処理工場へ輸送する前の一時貯蔵として使用
された。この燃料貯蔵プールには、中央隔室
と２つのエンド隔室及び２つのトンネルがあ
り、トンネルは原子炉とエンド隔室をつない
でいる。燃料貯蔵プールは、中央隔室を除い
て燃料はなく、水も抜かれて乾いた状態にあ
る。
　主要な燃料貯蔵プールの残存放射線量率
は、０．１～２mSv/hである。２つの主要プー
ルの寸法は幅６．７m、深さ６．０m、長さ３０mであ
る。ラドスキャン社製のガンマ線画像測定装
置を貯蔵プールサイドの歩行通路上に設置し
て、燃料貯蔵プール内を測定した。測定装置
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の設置地点の線量率は約１０μSv/hである。
測定は、各プールごとに歩行通路上の４地点
からプール内の床、壁を自動スキャンで実施
された。

２．通常の放射線測定

　ガンマ線画像測定の前に、プール内をサー
ベイメータで人力により通常の放射線測定が
実施された。測定はプールの床から約５０cm
の高さの地点をコリメータなしの全方位から
のガンマ線を計測するサーベイメータで行わ
れた。計測の地点は縦・横１．５ m間隔とし、長
さ方向で２６地点、横方向で５地点、合計１３０地
点である。
　放射線線量率は１３０～１，８００μSv/hの範囲
にあり、１３０メッシュの線量率マップが作ら
れた。しかし、このマップでは、サーベイ
メータがコリメートされていないため、測定
地点で計測されたガンマ線がどこから発生し
ているのか特定できない。すなわち、汚染箇
所を特定することができない。また、貯蔵
プールの端の部分では、隣の貯蔵プールから
の影響を除くことが出来ないという問題もあ
る。

３．ガンマ線画像測定の結果

　ガンマ線画像測定装置は、プール脇の歩行
通路に設置され、約８０ｍ離れたワークステー
ションとケーブルでつながれている。画像測
定は最初に南プール、そのあとに北プールで
実施された。
　図２に北プールでの測定例を示す。通常の
カメラ撮影の画像上に、ガンマ線画像撮影に
より得られたガンマ線強度（カウント数）を
重ねて色調表示している。これは、タングス
テンでコリメートした視野からのガンマ線の
カウント数を色調表示しているもので、図２
の北プールの壁の汚染部分（ホットスポット）

から放射されているガンマ線を示している。
図左下の２か所の部分が最も強度が強く、汚
染度が高い。ホットスポットからのガンマ線
のエネルギー分布解析が可能で、汚染核種の
同定ができる。図２の汚染核種はCs-１３７が
大部分であり、Co-６０汚染が一部に存在する
ことが分かった。また、ホットスポットは貯
蔵プールの施工継ぎ目付近に存在し、プール
上部の喫水線に沿って汚染部分が生じている
ことも分かる。ホットスポットの原因となっ
ている核種は、Co-６０単独によるものが１ヶ
所で、その存在量は４９０±３０MBq、残りの
ホットスポットはすべてCs-１３７によるもの
で８±２GMBqであった。

４．北プールと南プールの比較

　北プールと南プールでまったく同様の測定
を実施し、汚染状況の違いを比較した。
　図３に南プールの測定結果を示す。左方向
の中央隔室に向かって汚染部分が広がってい
るが、北プールで見られた喫水線に沿った
Cs-１３７による汚染分布は全く見られなかっ
た。主要な汚染部分は図中央部に示された
ホットスポットであるが、核種はCs-１３７と
Co-６０の混合であり、放射能量はほぼ同等で
あった。コアサンプリングによる採取部分は
このホットスポット部分ではないことも明ら
かになった。
　この２つの燃料貯蔵プールのガンマ線画像
測定により、両者の違いが上記のように明ら
かになったが、共通するのは、燃料貯蔵を実
施中に存在した燃料ラックを支えるレール部
分には汚染が無いことが分かった。

５．おわりに

　燃料貯蔵プールの汚染調査に、ラドスキャ
ン社製ガンマ線画像装置を使用した場合の実
例が紹介された。従来のサーベイメータやコ
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アサンプリングによる破壊的な手法に比べ
て、下記の利点があり、原子力施設の廃止措
置に極めて有効な測定技術となっている。
①汚染部分（ホットスポット）を一目瞭然
に表示できる。
②低線量の位置に測定装置を設置して自動
サーベイするので被ばく量を低減できる。
③ホットスポットの核種を同定できる。
　ラドスキャン社製の測定装置は、NaI放射
線検出器をタングステンコリメータで遮蔽を
実施すると同時に、ガンマ線の入射視野を狭
隘化して測定するもので、８mの距離で５０cm
の視野になっている。その分、ガンマ線のカ

ウント数が全方位測定に比較して少ないため
に測定時間を長くすると同時に、ワークス
テーションによる解析が必要で、測定装置が
高額となっている。

　最近ではわが国でも、コリメータと半導体
検出器を適用したより高性能なガンマ線画像
測定装置（ガンマカメラ）が開発され、東京
電力福島第一原子力発電所の廃止措置及び周
辺地域の除染活動に使用され始めている。今
回のラドスキャン社製の装置に比較してより
高性能になっていると考えられるので、広く
適用さることを期待したい。

参考文献

１）K. Hughes and T. Shaw,“The Role of Gamma-ray Imaging in Performing Radiological 
Characterisation at the Magnox Storage Ponds at the Bradwell Decommissiong Site,”WM 
2013 Conference, February 24-28, 2013.

図１　ガンマ線画像の測定事例
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図２　北プール壁の汚染スポット画像

図３　南プール壁の汚染スポット画像
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廃棄物処理事業推進部　秋山　武康

５．有機廃棄物の処理

　英国Arvia社は、放射性液体有機廃棄物の処理のために電気化学的な酸化技術を保有してい
る。このプロセスはODC（Organic Destruction Cell）と称し、有機物水溶液・乳濁液中で有機
物を吸着させ、沈降させた有機物／吸着剤の有機物を電気化学的に分解し、放射性核種の大部分
を水相側に移す。このODCプロセスは比較的低い運用コストで提供し、２次廃棄物の発生を最
小限にするという点で興味深い。本報告１）では、吸着剤の性質、主要核種ごとの除去実績を述べ
ており、参考になると思われる。

１．はじめに

　液体有機廃棄物の大量焼却が容易にできる
ことはよく知られており、放射性有機廃棄物
の焼却は英国の廃棄物管理プログラム全体の
基本的処理経路となる。各焼却炉は、処理す
ることができる放射性廃棄物の量を環境庁か
ら制限されている。通常α線の制限に比べ
て、βおよびγ線の制限はそれほど厳しくな
い。そのためα線有機廃棄物の焼却コストは
高く、焼却時間が長くなる。さらに、焼却炉
は処理中に他のα線放射廃棄物を受け入れる
ことができない。
　Arvia社のODCプロセスは、高α線廃棄物
処理を容易にするので、焼却炉の「専有期間」
を最小限に抑え、より多くの他の低レベル廃
棄物を焼却できる。
　このプロセスの開発はパイロットスケール
を終え、現在、Magnox社のTrawsfynydd にお
いて２，０００Lの油処理のためのフルスケール
プラント設計の完了段階に来ている。放射能
汚染された有機物には、例えばフッ素系オイ
ル、キレート剤（EDTA）および溶剤（無臭
灯油）がある。各有機物の物理的・化学的特
性はプロセスの動作に影響を与えるが、
Arvia社は広範囲な有機物に対して最適な処
理パラメータを把握しており、サービスを提
供できる。

２．プロセス

　ODCプロセスは吸着と電気化学的酸化を
基本原理とし、バッチまたは連続で処理が可
能である。
　まず、第一段階は吸着であり、Arvia社独自
の吸着剤 Nyexを有機性廃棄物水溶液・乳濁
液にさらし、溶液中の有機成分を吸着剤表面
に吸着させる。
　第二段階は分離で、吸着剤は２つの給電装
置の間に、重力により沈降し層を形成する。
この段階での駆動力は吸着材の比重が最重要
となる。
　第三段階は吸着剤の再生であり、形成され
た沈降層に電流を流し、再生を開始する。吸
着剤は３次元電極として作用し、吸着剤と有
機物界面での電子移動により、次式に従って
有機物が酸化される。

　電気化学的酸化における平均消費電力は、
有機物水溶液１L当たり４２．５kWhであり、有
機物に含まれた放射性核種の大部分は水相に
移る。この水相（処理後排水）は常用の排水
処理を経て放流でき、また、吸着有機物の酸
化分解後の吸着剤は再利用できる。
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３．吸着剤の性質

　有機物の挙動に影響を与える重要な因子は
吸着剤の吸着能力であり、これは吸着剤の特
性と有機物の特性との相互作用により関連付
けられる（図１）。

　吸着剤は、高い電導性および高い比重を有
する非多孔性グラファイト系材料であり、薄
片の一様なグラファイトシート層で構成され
ている（図２）。基底面は疎水性であり、官能
基の疎な分布とグラフェンと同様の電子構造
をもっている。平面を横切る充分な電子移動
度があるので、この構造は吸着剤の導電率に
寄与する。その端面は表面に官能基の密な分
布があり、親水性である。フレーク形状によ

り、疎水性基底面の大きい表面積と、親水性
端面の小さい面積をもつ。そのため、吸着剤
は全体として疎水性であり、それが有機物と
の相互作用における主要な要因になる。
（１）高い疎水性有機物の場合

　有機物に高い疎水性がある場合、Nyex上の
多層吸着につながり有機物の吸着を増やす。
この多層吸着は、吸着剤に単分子層を形成し
ている有機分子と、有機物の自己会合により、
その程度は溶液中の有機物濃度に依存する。
　吸着剤の電気化学的再生を安定させるに
は、それが分散させた溶液よりも高い嵩密度
を持っている必要がある。有機物の比重は水
より小さく、吸着剤は水より大きい。有機物
／吸着剤で有機物成分が多くなると嵩密度は
小さくなり、沈降効率を低下させるが、これ
は吸着剤上の有機物の多層吸着の制御により
緩和できる。
（２）低い疎水性有機物の場合

　低疎水性有機物の場合は、Nyex上の吸着相
は単層になる傾向がある。低疎水性の有機物
の水溶液濃度が高くなると、吸着量は増加す
るが、自己会合および多層被覆は観察されな
い。
　電気化学的特性と組み合わせた、吸着剤と
有機物の相互作用挙動を理解することは、運
転費用を最小限にするためのODC動作パラ
メータの最適化につながる。
（３）電気化学的影響力

　電気化学的性能の効率は、酸化機構に関連
している。多くの酸化メカニズムの内、基本
的に影響を与えるメカニズムは、間接酸化と
直接酸化である。
　間接酸化は、溶液中の酸化還元反応で形成
された水性種への曝露によって溶解／懸濁有
機物が酸化される。間接酸化は、酸化種と有
機物の会合に依存するので直接酸化よりも効
率が低く、その発生は溶液中の有機物濃度に

図１　粒子の疎水性に対する吸着容量依存性

図２　Nyex吸着剤粒子のSEM像
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依存し、高濃度ほど高くなる。
　直接酸化は、有機物と吸着剤の界面での電
子の移動による。吸着床が二つの給電装置と
の間に形成されると、充分な電子移動を提供
し、その最小電流抵抗の経路はこの境界に位
置する。吸着剤上に吸着された有機物濃度が
高いと、直接酸化の発生可能性が高くなる。
　ODCシステム内での間接酸化と直接酸化
の比率は、溶液中の有機物濃度と吸着剤上の
有機物量に依存している。その結果、吸着に
対する異なる有機物傾向、および処理廃棄物
の開始組成の差は、処理の全体効率に影響を
与える。この事実を緩和するために、吸着、
分離、再生の各段階での時間は、各々独立し
た廃棄物の流れの複雑さに応じて調整される。

４．プロセス効率の維持

　高疎水性の高濃度溶液の有機物では直接酸
化が有利になる。より低い濃度であっても直
接酸化が有利なので、再生サイクルの時間は
吸着によって制限されない。
　低疎水性の低濃度有機物では、吸着剤上に
未吸着区域が存在し、単層になる濃度までは
吸着され易い。この場合、再生および吸着サ
イクルの時間は可能な限り直接酸化を維持す
るように操作することができる。
　バッチプロセスは、水中の有機物の高濃度
処理、または、より長い再生時間が必要とさ
れる有機物のために使用される。一方、連続
プロセスは、再生時間が短く、低濃度もしく
は微量有機物のために適用される。

５．実験結果

　成功した研究室規模やパイロット規模の試
験 に 続 き、実 証 規 模 装 置 で の 試 験 が
Trawsfynydd Magnoxの廃炉サイトでLLWと
ILWの放射性油を使用して実施された（表１）。
その結果、油の９９％以上が３０mL/hrの速度で

除去し、分解された。
　試験で使用されるオイルの基準分析結果よ
り、ILW油（JN５４）の分析ではAm-２４１（γ）/ 
Am-２４１（α）が一定であり、均質であること
を示す。Cs-１３７を除いて、主要核種の濃度は
以前の分析結果と良好な関係がある。この油
（JN５４）の１，２４９mL、１，２４９mLおよび１，２５２mL
を各々添加したT１０４、T１０５およびT１０６につ
いて、試験を行った。処理後の上澄み液と
Nyex間の放射能分布について、フィンガープ
リント法で処理油に起因する放射能を計算し
た評価法Aと直接観測された評価法Bによる
結果を表２に要約した。

表１　チタン試験装置のパラメータ

表２　処理後の上澄み液とNyex間の分布
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　両評価の相関関係は、放射化生成物とSr-
９０については高く、これらの全放射性核種の
８０～９０％は上澄み相に、１０～２０％は固体Nyex
相に、分配されている。
　しかし、H-３、Cs-１３７、プルトニウムのα同
位体（Pu-２３８ およびPu-２３９/２４０ ）に対する
両評価の結果はばらついている。
　トリチウムについては、明らかに評価法B
の信頼性が高く、H-３の７０％が上澄み相に、
３０％が固形Nyex相に分配されている。この
ことは、Nyex相のトリチウムが微量の有機的
に結合したトリチウム化種と関連があること
を示唆する。トリチウムは油のインベントリ
の 少 量 成 分（Nyex放 射 能 は 実 測０．４～
０．９Bq/g）であることに留意すべきであり、
これらの結果は小規模なテスト結果と一致し
ている２）。
　アクチニド系列に関しては、特別な注意が
必要である。γとα分析によって評価された
Am-２４１の分布は、両評価とも上澄み相で
９０％とNyex相で１０％を、一貫性をもって示
す。これは全てのAm-２４１が考慮されている
ことを示唆する。
　ILWの試験（T１０６）後に回収された電極板
のγ線分析は明らかに、Am-２４１とCs-１３７汚

染を示す。これを考慮して、最終的なAm-
２４１のガンマ線分光分析測定値から得られる
２次廃棄物の分布を表３示す。

　評価法Aは明らかにCs-１３７についてILW油
特有の不均一性を示し、評価法BのCs-１３７分
布がより信頼性が高いと考えられる。した
がって全体の分布の中で、Nyex吸着剤と炭素
電極床から残りの割合（４２％）を、上澄み液
（電解液＋陰極液）相に関連付けしている。

６．結論

　ODCプロセスを用いて廃炉サイトでLLW
とILWの放射性油の処理を実証規模で処理
試験を実施した。Cs-１３７など一部の核種を
除いて、乳化油の９９．９％以上が除去され、上
澄み液相に放射性核種の大部分（通常は８０～
９０％）が移動した。
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解
体

P
W
R

４４
０
M
W

１９
８９
/１
１
/０
１
～
１９
８９
/１
１
/２
４

グ
ラ
イ
フ
ス
バ
ル
ト

－５
２９

１９
９８
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

B
W
R

２５
M
W

１９
７０
/０
７
/０
２
～
１９
７１
/０
４
/２
０

グ
ロ
ス
ヴ
ェ
ル
ツ
ハ
イ
ム（
H
D
R
）

３０
２０
０６
年
完
了

設
備
・
機
器
の
解
体
撤
去
（
建
家
残
存
）

即
時
解
体

B
W
R

２５
０
M
W

１９
６７
/０
４
/１
２
～
１９
７７
/０
１
/１
３

グ
ン
ド
レ
ミ
ン
ゲ
ン
（
K
R
B
－A
）　

３１
２０
１３
年

設
備
・
設
備
の
解
体
撤
去
済

即
時
解
体

H
T
G
R

１５
M
W

１９
６９
/０
５
/０
９
～
１９
８８
/１
２
/３
１

A
V
R
実
験
炉

３２
２０
１０
年

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

B
W
R

１６
M
W

１９
６２
/０
２
/０
１
～
１９
８５
/１
１
/２
５

カ
ー
ル
V
A
K

３３
２０
１９
年

解
体
中

即
時
解
体

L
M
F
B
R

２０
M
W

１９
７９
/０
３
/０
３
～
１９
９１
/０
８
/２
３

カ
ー
ル
ス
ル
ー
へ
K
N
K
－Ⅱ

３４
２０
１６
年

解
体
中

即
時
解
体

P
H
W
R

５７
M
W

１９
６６
/１
２
/１
９
～
１９
８４
/０
５
/０
３

カ
ー
ル
ス
ル
ー
エ
M
Z
F
R

３５
２０
１３
年
解
体
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
２０
１３
年
ま
で
の
２５
年
間
）

安
全
貯
蔵

B
W
R

２６
８
M
W

１９
６８
/１
０
/０
１
～
１９
７９
/０
１
/０
５

リ
ン
ゲ
ン
（
K
W
L
）

３６
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

P
W
R

１３
０２
M
W

１９
８７
/０
８
/０
１
～
１９
８８
/０
９
/０
９

ミ
ュ
ル
ハ
イ
ム
・
ケ
ー
ル
リ
ッ
ヒ

３７
１９
９５
年
完
了

解
体
及
び
サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

H
W
G
C
R

１０
６
M
W

１９
７３
/０
１
/０
１
～
１９
７４
/０
７
/２
１

ニ
ダ
ー
ア
イ
ヒ
バ
ッ
ハ
（
K
K
N
）

３８
２０
１２
年

解
体
中

即
時
解
体

P
W
R

７０
M
W

１９
６６
/１
０
/１
１
～
１９
９０
/０
６
/０
１

ラ
イ
ン
ス
ベ
ル
グ

３９
２０
１５
年

解
体
中

即
時
解
体

P
W
R

６７
２
M
W

１９
７２
/０
５
/１
９
～
２０
０３
/１
１
/１
４

シ
ュ
タ
ー
デ

４０
２０
１５
年

安
全
貯
蔵
中
（
２０
２７
年
ま
で
の
３０
年
間
）

安
全
貯
蔵

H
T
G
R

３０
８
M
W

１９
８７
/０
６
/０
１
～
１９
８８
/０
４
/２
０

T
H
T
R
－３
００

４１
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

B
W
R

６７
０
M
W

１９
７５
/１
１
/１
１
～
１９
９４
/０
８
/２
６

ヴ
ュ
ル
ガ
ッ
セ
ン

４２
２０
２０
年

解
体
中

即
時
解
体

P
W
R

３５
７
M
W

１９
６９
/０
３
/３
１
～
２０
０５
/０
５
/１
１

オ
ビ
リ
ッ
ヒ
ハ
イ
ム

４３
未
定

未
定

未
定

P
W
R

１１
６７
M
W

１９
７４
/０
８
/２
５
～
２０
１１
/０
８
/０
６

ビ
ブ
リ
ス
Ａ

４４
未
定

未
定

未
定

P
W
R

１２
４０
M
W

１９
７６
/０
４
/２
５
～
２０
１１
/０
８
/０
６

ビ
ブ
リ
ス
Ｂ

４５
２０
２８
年

未
定

未
定

B
W
R

７７
１
M
W

１９
７６
/０
７
/１
３
～
２０
１１
/０
８
/０
６

ブ
ル
ン
ス
ビ
ュ
ッ
テ
ル

４６
未
定

未
定

未
定

B
W
R

８７
８
M
W

１９
７７
/１
２
/０
３
～
２０
１１
/０
８
/０
６

イ
ザ
ー
ル
１

４７
未
定

未
定

未
定

B
W
R

１３
４６
M
W

１９
８３
/０
９
/２
８
～
２０
１１
/０
８
/０
６

ク
リ
ュ
ン
メ
ル

４８
未
定

未
定

未
定

P
W
R

７８
５
M
W

１９
７６
/０
６
/０
３
～
２０
１１
/０
８
/０
６

ネ
ッ
カ
ー
ヴ
ェ
ス
ト
ハ
イ
ム
１

４９
未
定

未
定

未
定

B
W
R

８９
０
M
W

１９
７９
/０
５
/０
５
～
２０
１１
/０
８
/０
６

フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
ベ
ル
グ
１

５０
未
定

未
定

未
定

P
W
R

１３
４５
M
W

１９
７８
/０
９
/２
９
～
２０
１１
/０
８
/０
６

ウ
ン
タ
ー
ヴ
ェ
ー
ザ
ー

５１
２０
１６
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

B
W
R

８８
２
M
W

１９
８１
/１
２
/０
１
～
１９
９０
/０
７
/０
１

カ
オ
ル
ソ

イ
タ
リ
ア

５２
２０
２２
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

B
W
R

１６
０
M
W

１９
６４
/０
６
/０
１
～
１９
８２
/０
３
/０
１

ガ
リ
グ
リ
ア
ー
ノ

５３
２０
３５
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

G
C
R

１６
０
M
W

１９
６４
/０
１
/０
１
～
１９
８７
/１
２
/０
１

ラ
テ
ィ
ー
ナ

５４
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

P
W
R

２７
０
M
W

１９
６５
/０
１
/０
１
～
１９
９０
/０
７
/０
１

ト
リ
ノ
・
ヴ
ェ
ル
チ
ェ
レ
ッ
セ

５５
１９
９６
年
完
了

建
物
解
体
撤
去
、
サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

B
W
R

１３
M
W

１９
６３
/１
０
/２
６
～
１９
７６
/０
３
/１
８

動
力
試
験
炉
（
JP
D
R
）

日
本

１１
基

５６
２０
２０
年

解
体
中

即
時
解
体

G
C
R

１６
６
M
W

１９
６６
/０
７
/２
５
～
１９
９８
/０
３
/３
１

東
海
発
電
所

５７
２０
３３
年

解
体
中

即
時
解
体

H
W
L
W
R

１６
５
M
W

１９
７９
/０
３
/２
０
～
２０
０３
/０
３
/２
９

「
ふ
げ
ん
」

５８

２０
３６
年

解
体
準
備
中

即
時
解
体

B
W
R

５４
０
M
W

１９
７６
/０
３
/１
７
～
２０
０９
/０
１
/３
０

浜
岡
発
電
所
１
号
機

５９
B
W
R

８４
０
M
W

１９
８７
/１
１
/２
９
～
２０
０９
/０
１
/３
０

浜
岡
発
電
所
２
号
機

６０
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

B
W
R

４６
０
M
W

１９
７０
/１
１
/１
７
～
２０
１１
/０
５
/２
０

福
島
第
一
１
号
機

６１
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

B
W
R

７８
４
M
W

１９
７３
/１
２
/２
４
～
２０
１１
/０
５
/２
０

福
島
第
一
２
号
機

６２
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

B
W
R

７８
４
M
W

１９
７４
/１
０
/２
６
～
２０
１１
/０
５
/２
０

福
島
第
一
３
号
機

６３
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

事
前
準
備
開
始（
使
用
済
燃
料
撤
去
作
業
中
）

未
定

B
W
R

７８
４
M
W

１９
７８
/０
２
/２
４
～
２０
１１
/０
５
/２
０

福
島
第
一
４
号
機

６４



－　３２　－

廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
N
o．

未
定

未
定

未
定

B
W
R

７８
４
M
W

１９
７７
/０
９
/２
２
～
２０
１３
/１
２
/１
８

福
島
第
一
５
号
機

日
本

１１
基

６５
未
定

未
定

未
定

B
W
R

１１
００
M
W

１９
７９
/０
５
/０
４
～
２０
１３
/１
２
/１
８

福
島
第
一
６
号
機

６６
２０
７５
年
頃

廃
止
措
置
計
画
準
備
中

安
全
貯
蔵

F
B
R

９０
M
W

１９
７３
/０
７
/１
６
～
１９
９９
/０
４
/２
２

B
N
－３
５０

カ
ザ
フ
ス
タ
ン

６７

未
定

運
転
停
止

未
定

L
W
G
R

１３
００
M
W

１９
８３
/１
２
/３
１
～
２０
０４
/１
２
/３
１

イ
グ
ナ
リ
ア

－１
リ
ト
ア
ニ
ア

６８
L
W
G
R

１３
００
M
W

１９
８７
/０
８
/２
０
～
２０
０９
/１
２
/３
１

イ
グ
ナ
リ
ナ

－２
６９

２０
４５
年
以
降

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

B
W
R

６０
M
W

１９
６９
/０
３
/２
６
～
１９
９７
/０
３
/２
６

ド
ー
テ
バ
ル
ト

オ
ラ
ン
ダ

７０

不
明

安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

L
W
G
R

１０
８
M
W

１９
６４
/０
４
/２
６
～
１９
８３
/０
１
/０
１

ベ
ロ
ヤ
ル
ス
ク

－１

ロ
シ
ア

７１
L
W
G
R

１６
０
M
W

１９
６９
/１
２
/０
１
～
１９
９０
/０
１
/０
１

ベ
ロ
ヤ
ル
ス
ク

－２
７２

不
明

安
全
貯
蔵
終
了
し
解
体
中

安
全
貯
蔵

P
W
R

２１
０
M
W

１９
６４
/１
２
/３
１
～
１９
８４
/０
２
/１
６

ノ
ボ
ボ
ロ
ネ
ジ

－１
７３

P
W
R

３６
５
M
W

１９
７０
/０
４
/１
４
～
１９
９０
/０
８
/２
９

ノ
ボ
ボ
ロ
ネ
ジ

－２
７４

不
明

燃
料
撤
去
後
博
物
館
化
さ
れ
た
。

安
全
貯
蔵

L
W
G
R

６
M
W

１９
５４
/１
２
/０
１
～
２０
０２
/０
４
/２
９

オ
ブ
ニ
ン
ス
ク
A
P
S
－１

７５
２０
３３
年

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

H
W
G
C
R

１４
３
M
W

１９
７２
/１
２
/２
５
～
１９
７７
/０
２
/２
２

ボ
フ
ニ
チ
ェ

－A
１

ス
ロ
バ
キ
ア

７６

２０
２５
年

安
全
貯
蔵
準
備
中

即
時
解
体

P
W
R

４４
０
M
W

１９
８０
/０
４
/０
１
～
２０
０６
/１
２
/３
１

ボ
フ
ニ
チ
ェ

－V
１
－１

７７
P
W
R

４４
０
M
W

１９
８１
/０
１
/０
１
～
２０
０８
/１
２
/３
１

ボ
フ
ニ
チ
ェ

－V
１
－２

７８
２０
２８
年
以
降

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

G
C
R

５０
０
M
W

１９
７２
/０
５
/０
６
～
１９
８９
/１
０
/１
９

バ
ン
デ
ロ
ス

－１
ス
ペ
イ
ン

７９
２０
１６
年

廃
止
措
置
準
備
中

安
全
貯
蔵

P
W
R

１５
０
M
W

１９
６８
/０
７
/１
４
～
２０
０６
/０
４
/３
０

ホ
セ
・
カ
ブ
レ
ラ

－１
８０

未
定

未
定

未
定

B
W
R

４６
６
M
W

１９
７１
/０
３
/０
２
～
２０
１３
/０
７
/３
１

サ
ン
タ
マ
リ
ア
デ
ル
ガ
ロ
―
ニ
ャ

８１
２０
４０
年
頃

安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

P
H
W
R

１０
M
W

１９
６４
/０
５
/０
１
～
１９
７４
/０
６
/０
２

オ
ゲ
ス
タ

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

８２

２０
２９
年

安
全
貯
蔵
準
備
（
２０
０７
～
２０
２２
）、

解
体
（
２０
２３
年
～
）

安
全
貯
蔵

B
W
R

６１
５
M
W

１９
７５
/０
７
/０
１
～
１９
９９
/１
１
/３
０

バ
ー
セ
ベ
ッ
ク

－１
８３

B
W
R

６１
５
M
W

１９
７７
/０
３
/２
１
～
２０
０５
/０
５
/３
１

バ
ー
セ
ベ
ッ
ク

－２
８４

１９
９４
年
完
了

解
体
し
サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵
後

H
W
G
C
R

６
M
W

１９
６８
/０
１
/２
９
～
１９
６９
/０
１
/２
１

ル
ー
セ
ン

ス
イ
ス

８５

解
体
、
敷
地
除
染
修
復

（
２０
４６
～
２０
６５
年
）

安
全
貯
蔵
中
（
２０
４５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵

L
W
G
R

１０
００
M
W

１９
７８
/０
５
/２
７
～
１９
９６
/１
１
/３
０

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－１

ウ
ク
ラ
イ
ナ

８６
L
W
G
R

１０
００
M
W

１９
７８
/０
５
/２
８
～
１９
９１
/１
０
/１
１

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－２
８７

L
W
G
R

１０
００
M
W

１９
８２
/０
８
/２
７
～
２０
００
/１
２
/１
５

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－３
８８

L
W
G
R

１０
００
M
W

１９
８４
/０
３
/２
６
～
１９
８６
/０
４
/２
６

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－４
８９

２０
７９
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
１３
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

１６
６
M
W

１９
６２
/０
６
/１
２
～
１９
８９
/０
３
/３
１

バ
ー
ク
レ

－１

イ
ギ
リ
ス

２９
基

９０
G
C
R

１６
６
M
W

１９
６２
/１
０
/２
０
～
１９
８８
/１
０
/２
６

バ
ー
ク
レ

－２
９１

８０
年
間（
２０
９５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
１５
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

１４
６
M
W

１９
６２
/０
７
/０
１
～
２０
０２
/０
３
/３
１

ブ
ラ
ッ
ド
ウ
ェ
ル

－１
９２

G
C
R

１４
６
M
W

１９
６２
/１
１
/１
２
～
２０
０２
/０
３
/３
０

ブ
ラ
ッ
ド
ウ
ェ
ル

－２
９３

８０
年
の
安
全
貯
蔵
期
間

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
２６
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

６０
M
W

１９
５６
/１
０
/０
１
～
２０
０３
/０
３
/３
１
．

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－１
９４

G
C
R

６０
M
W

１９
５７
/０
２
/０
１
～
２０
０３
/０
３
/３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－２
９５

G
C
R

６０
M
W

１９
５８
/０
５
/０
１
～
２０
０３
/０
３
/３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－３
９６

G
C
R

６０
M
W

１９
５９
/０
４
/０
１
～
２０
０３
/０
３
/３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－４
９７

６５
年
間（
２０
８１
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
１９
９５
年
～
２０
１６
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

１７
３
M
W

１９
６４
/０
２
/０
５
～
１９
９０
/０
３
/３
０

ハ
ン
タ
ー
ス
ト
ン

－A
１

９８
G
C
R

１７
３
M
W

１９
６４
/０
７
/０
１
～
１９
８９
/１
２
/３
１

ハ
ン
タ
ー
ス
ト
ン

－A
２

９９
８０
年
間（
２０
９５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０４
年
～
２０
１４
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

２６
７
M
W

１９
６５
/０
３
/３
０
～
２０
００
/０
５
/２
３

ヒ
ン
ク
レ
ー
ポ
イ
ン
ト

－A
１

１０
０

G
C
R

２６
７
M
W

１９
６５
/０
５
/０
５
～
２０
００
/０
５
/２
３

ヒ
ン
ク
レ
ー
ポ
イ
ン
ト

－A
２

１０
１



－　３３　－

廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
N
o．

２１
０１
年
終
了
予
定

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
１３
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

２３
０
M
W

１９
６７
/１
１
/０
７
～
２０
１２
/０
２
/２
９

オ
ー
ル
ド
ベ
リ
ー
　
A
１

イ
ギ
リ
ス

２９
基

１０
２

２１
０１
年
終
了
予
定

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
１３
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

２３
０
M
W

１９
６８
/０
４
/０
６
～
２０
１１
/０
６
/３
０

オ
ー
ル
ド
ベ
リ
ー
　
A
２

１０
３

２０
８８
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
１９
９５
年
～
２０
１２
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

２３
６
M
W

１９
６５
/０
３
/２
４
～
１９
９１
/０
２
/０
６

ト
ロ
ー
ス
フ
ィ
ニ
ッ
ド

－１
１０
４

G
C
R

２３
６
M
W

１９
６５
/０
３
/２
４
～
１９
９１
/０
２
/０
４

ト
ロ
ー
ス
フ
ィ
ニ
ッ
ド

－２
１０
５

２１
０２
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０９
年
～
２０
１７
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

２４
５
M
W

１９
６６
/０
３
/２
５
～
２０
０６
/１
２
/３
１

サ
イ
ズ
ウ
ェ
ル

－A
１

１０
６

G
C
R

２４
５
M
W

１９
６６
/０
９
/１
５
～
２０
０６
/１
２
/３
１

サ
イ
ズ
ウ
ェ
ル

－A
２

１０
７

２１
０２
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０９
年
～
２０
１７
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

２３
０
M
W

１９
６５
/１
０
/２
８
～
２０
０６
/１
２
/３
１

ダ
ン
ジ
ネ
ス

－A
１

１０
８

G
C
R

２３
０
M
W

１９
６５
/１
２
/３
０
～
２０
０６
/１
２
/３
１

ダ
ン
ジ
ネ
ス

－A
２

１０
９

２１
１６
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体
、
２１
２８
年
に
サ

イ
ト
解
放
予
定

安
全
貯
蔵
準
備
中（
２０
１１
　
年
～
２０
１８
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

６０
M
W

１９
５９
/０
３
/０
１
～
２０
０４
/０
６
/２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－１
１１
０

G
C
R

６０
M
W

１９
５９
/０
３
/０
１
～
２０
０４
/０
６
/２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－２
１１
１

G
C
R

６０
M
W

１９
５９
/０
３
/０
１
～
２０
０４
/０
６
/２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－３
１１
２

１
～
３
号
機
と
同
じ

安
全
貯
蔵
準
備
中（
２０
１１
　
年
～
２０
１８
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

６０
M
W

１９
５９
/０
３
/０
１
～
２０
０４
/０
６
/２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－４
１１
３

２１
０１
年
終
了
予
定

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
１４
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

G
C
R

５５
０
M
W

１９
７１
/６
/２
１
～
２０
１２
/０
４
/２
５

ウ
イ
ル
フ
ァ
ー

－２
１１
４

２０
２４
年

解
体
中

即
時
解
体

F
B
R

１４
M
W

１９
６２
/１
０
/０
１
～
１９
７７
/０
３
/０
１

ド
ン
レ
ー
D
F
R

１１
５

２０
２４
年

解
体
中

即
時
解
体

F
B
R

２５
０
M
W

１９
７６
/０
７
/０
１
～
１９
９４
/０
３
/３
１

ド
ン
レ
ー
P
F
R

１１
６

２０
３５
年

解
体
中

解
体
へ
変
更

G
C
R

３６
M
W

１９
６３
/０
２
/０
１
～
１９
８１
/０
４
/０
３

ウ
イ
ン
ズ
ケ
ー
ル
　
W
A
G
R

１１
７

２０
４２
年
へ
変
更

解
体
中
（
２０
１５
年
完
了
予
定
）

解
体
へ
変
更

H
W
L
W
R

１０
０
M
W

１９
６８
/０
１
/０
１
～
１９
９０
/０
９
/１
１

ウ
イ
ン
フ
リ
ス
　
S
G
H
W
R

１１
８

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

B
W
R

７１
M
W

１９
６５
/１
１
/０
１
～
１９
９７
/０
８
/２
９

ビ
ッ
グ
ロ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト

ア
メ
リ
カ

３４
基

１１
９

２０
１９
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

B
W
R

２４
M
W

１９
５７
/１
０
/１
９
～
１９
６３
/１
２
/０
９

G
E
　
バ
レ
シ
ト
ス

１２
０

不
明

不
明

安
全
貯
蔵

P
W
R

８９
０
M
W

１９
７７
/０
３
/１
３
～
２０
１３
/０
２
/０
５

ク
リ
ス
タ
ル
リ
バ
ー

－３
１２
１

２０
０９
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

H
W
L
W
R

１９
M
W

１９
６３
/１
２
/１
８
～
１９
６７
/０
１
/０
１

C
V
T
R

１２
２

２０
３６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
２０
０７
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

B
W
R

２０
７
M
W

１９
６０
/０
７
/０
４
～
１９
７８
/１
０
/３
１

ド
レ
ス
デ
ン

－１
１２
３

１９
７４
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

B
W
R

２４
M
W

１９
６４
/０
７
/０
１
～
１９
６８
/０
２
/０
１

エ
ル
ク
リ
バ
ー

１２
４

２０
１２
年
予
定

解
体
中

安
全
貯
蔵

F
B
R

６５
M
W

１９
６６
/０
８
/０
５
～
１９
７２
/０
９
/２
２

エ
ン
リ
コ
・
フ
ェ
ル
ミ

－１
１２
５

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

F
B
R

２０
M
W

１９
６５
/０
１
/０
１
～
１９
９４
/０
９
/０
１

E
B
R
－Ⅱ

１２
６

７５
年
間
IS
S
後
解
体

IS
S（
繭
化
）方
式
の
安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

L
W
G
R

８６
０
M
W

１９
６６
/０
４
/０
１
～
１９
８８
/０
２
/０
１

ハ
ン
フ
ォ
ー
ド
N
原
子
炉

１２
７

１９
９７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

H
T
G
R

３４
２
M
W

１９
７９
/０
７
/０
１
～
１９
８９
/０
８
/２
９

フ
ォ
ー
ト
・
セ
ン
ト
・
ブ
レ
イ
ン

１２
８

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

P
W
R

６０
３
M
W

１９
６８
/０
１
/０
１
～
１９
９６
/１
２
/０
５

ハ
ダ
ム
ネ
ッ
ク
（
C
・
Y
）

１２
９

１９
６９
年
完
了

隔
離
中
（
１０
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

そ
の
他

８４
M
W

１９
６３
/１
１
/０
１
～
１９
６４
/０
９
/０
１

ハ
ー
ラ
ム

１３
０

２０
１５
年
完
了
予
定

解
体
中

安
全
貯
蔵
後

B
W
R

６５
M
W

１９
６３
/０
８
/０
１
～
１９
７６
/０
７
/０
２

フ
ン
ボ
ル
ト
・
ベ
イ

－３
１３
１

２０
２６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
～
２０
１３
年

安
全
貯
蔵

P
W
R

２７
７
M
W

１９
６２
/１
０
/０
１
～
１９
７４
/１
０
/３
１

イ
ン
デ
ア
ン
・
ポ
イ
ン
ト

－１
１３
２

２０
２６
年
完
了
予
定

解
体
予
定

安
全
貯
蔵

B
W
R

５３
M
W

１９
６９
/１
１
/０
７
～
１９
８７
/０
４
/３
０

ラ
ク
ロ
ス

１３
３

２０
０５
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

P
W
R

９０
０
M
W

１９
７２
/１
２
/２
８
～
１９
９７
/０
８
/０
１

メ
イ
ン
ヤ
ン
キ
ー

１３
４

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

B
W
R

６８
４
M
W

１９
７１
/０
３
/０
１
～
１９
９８
/０
７
/０
１

ミ
ル
ス
ト
ン

－１
１３
５

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

B
W
R

６６
M
W

１９
６６
/０
７
/０
２
～
１９
６７
/１
０
/０
１

パ
ス
フ
ァ
イ
ン
ダ
ー

１３
６

２０
３４
年
以
降
予
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

H
T
G
R

４２
M
W

１９
６７
/０
６
/０
１
～
１９
７４
/１
１
/０
１

ピ
ー
チ
ボ
ト
ム

－１
１３
７



－　３４　－

廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
N
o．

１９
６９
年
完
了

隔
離
中
（
放
射
能
減
衰
に
１２
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

そ
の
他

１２
M
W

１９
６３
/１
１
/０
１
～
１９
６６
/０
１
/０
１

ピ
カ
ー

ア
メ
リ
カ

３４
基

１３
８

１９
７０
年
完
了

隔
離
中
（
放
射
能
減
衰
に
１２
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

B
W
R

１８
M
W

１９
６５
/０
９
/０
１
～
１９
６８
/０
６
/０
１

プ
エ
ル
ト
リ
コ
　
ボ
ー
ナ
ス

１３
９

２０
０９
年
完
了

許
認
可
解
除
（
建
物
残
存
）

即
時
解
体

P
W
R

９１
７
M
W

１９
７５
/０
４
/１
７
～
１９
８９
/０
６
/０
７

ラ
ン
チ
ョ
セ
コ

－１
１４
０

２０
３０
年
完
了
予
定

解
体
完
了（
２
，３
号
機
と
同
時
に
許
可
終
了
）

即
時
解
体

P
W
R

４５
６
M
W

１９
６８
/０
１
/０
１
～
１９
９２
/１
１
/３
０

サ
ン
オ
ノ
フ
レ

－１
１４
１

未
定

未
定

未
定

P
W
R

１１
２７
M
W

１９
８２
/０
９
/２
０
～
２０
１３
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　前報告から平成２６年５月末までの外部機関委員会等への参加者は以下の通りである。

開催日時参加者氏名委員会等の名称外部機関名
１月２４日、２月２８日、

３月２０日澁谷　　進平成２５年度第８～１０回研究会原子力デコミッショ
ニング研究会

２月７日榎戸　裕二第２２回廃止措置検討会
（最終回）原子力安全基盤機構

２月１７日澁谷　　進研究施設等廃棄物作業部会文部科学省

２月２１日澁谷　　進
廃棄物処理施設の解体・整備に
おける事故由来放射性物質対策
検討会（第１回）

環境管理センター

３月１０日榎戸　裕二２１世紀の原子力発電炉廃棄措置
のあり方に関する調査検討委員会

エネルギー総合工学
研究所

３月１３日榎戸　裕二ふげん廃止措置技術専門委員会
（オブザーバ参加）

日本原子力研究開発
機構

３月１７日澁谷　　進
廃棄物処理施設の解体・整備に
おける事故由来放射性物質対策
検討会（第２回）

環境管理センター

４月８日澁谷　　進福島環境再生事務所職員研修日本環境衛生センター
４月１７日～１８日、
　　　５月２３日澁谷　　進平成２６年度第１～２回研究会原子力デコミッショ

ニング研究会

委員会等参加報告

１．理事会及び評議員会の開催
（１）　第２回理事会が平成２６年３月２０日に当センターにおいて開催され、平成２６年度事業計

画・平成２６年度予算について審議され、原案通り承認された。
（２）　第３回理事会及び第２回評議員会がそれぞれ平成２６年６月４日、平成２６年６月１９日に

当センターにおいて開催され、平成２５年度事業報告・決算報告並びに定款の変更等につい
て審議され、原案通り承認された。

２．人事異動
〇評議員
　新任（６月１９日付） 退任（５月２６日付）
　　三橋　偉司 　松本　哲男
　　（東京都市大学　原子力研究所長） 　江里口　誠

 退任（６月２６日付）
 　井澤　睦雄
 　久米　雄二

総務部から



－　３６　－

第27回「原子力施設デコミッショニング技術講座」
ご　案　内

　当センター主催の第２７回「原子力施設デコミッショニング技術講座」を以下の通り開催します。
皆様のご参加をお待ちしております。詳細につきましては追ってご案内申し上げます。

　開催日時：平成２６年１０月３１日（金）　　　１０時３０分～１７時００分
　開催場所：東京都港区赤坂１－９－１３　三会堂ビル９階　石垣記念ホール

第26回「報告と講演の会」
ご　案　内

　当センター主催の第２６回「報告と講演の会」を以下の通り開催します。当センターの事業報告
をさせて頂くとともに、特別講演等を予定しております。詳細につきましては追ってご案内さ
せていただきます。皆様奮ってのご来場をお待ち申し上げます。

開催日時：平成２７年１月２３日（金）　　　午後
開催場所：東京都港区赤坂１－９－１３　三会堂ビル９階　石垣記念ホール
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　なぜ人形峠が“ウランのふる里”と呼ばれ
るのか。私達の世代で、原子力の研究・開発
に携わってこられた方々には周知のことでは
ありますが、意外にも、次代を担う若い世代
の皆さんのなかには「え、何ですか？」と言
われる方も少なからずいらっしゃるようです。
　日本の原子力平和利用のスタートは、昭和
２９年３月に原子力研究開発予算が国会に提出
された時とされており、この時の予算は、ウ
ラン２３５にちなみ、２億３，５００万円でした。こ
れと時を同じくして、当時の通商産業省工業
技術院地質調査所が国内のウラン探鉱を始め
たところ、翌、昭和３０年１１月に人形峠（岡山・
鳥取県境）でウラン鉱床の露頭が発見されま
した。さらに、同年１２月１９日には原子力基本
法成立、昭和３１年の「原子力開発利用長期基
本計画」策定により、本格的な研究・開発が
進められた結果、約１０年の時を経て昭和４１年
１０月２６日に東海村に建設された実験炉
（JPDR）で初めての発電が行われました。
　一方、人形峠の地ではその後、半世紀あま
りにわたって、ウラン探鉱、ウラン採鉱、ウ
ラン転換、ウラン濃縮という、ウラン燃料加
工を除く、原子力のフロントエンドの全ての

研究・開発で中心的な役割を担ってきました。
　このような経緯から人形峠は“ウランのふ
る里”と呼ばれることとなりました。勿論、
このような長期にわたって、この場所で研
究・開発を行うことができたのは、地元鏡野
町（旧上齋原村）や三朝町をはじめとした行政
や地域住民の方々のご理解とご協力の賜物で
あり、研究・開発成果と併せて、私達、人形
峠環境技術センターが誇ることができる掛替
えの無い財産であります。
　現在、人形峠環境技術センターでは、これ
までの研究・開発に使用してきた施設の解体
を中心とした廃止措置（バックエンド対策）に
取り組んでいるところですが、これらを通じ
て、バックエンド対策の奥深さを改めて感じ
ているところです。私達の行くべき先には、
まさに、バックエンドのフロンティアが広
がっていることは間違いありません。無論、
私達は、このフロンティアに果敢に挑戦して
いかなければなりませんし、そのことが“ウ
ランのふる里”で研究・開発を行ってきた人
形峠環境技術センターの果たすべき役割でも
あり、ふる里再生への道でもあると考えてい
ます。
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